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２ 議題（１）令和５年度千葉市市民自治推進の実施状況（案）について 

 

１ 令和５年度千葉市市民自治推進の実施状況（案）の概要 

※資料１－２参照 

 

２ 令和５年度千葉市市民自治推進の実施状況（案） 

※資料１－３参照 

 

３ コレクティブインパクトの要素を踏まえた事業の振り返りについて 

令和５年度千葉市市民自治推進の実施状況を作成するにあたり、各所管課における

個々の事業全てにおいて、コレクティブインパクトの５要素を踏まえた取組みについて

の振り返りを行った。以下、大区分別及びコレクティブインパクトの５要素別に取りまと

めた結果をお示しする。 

 

（参考：コレクティブインパクトの５要素について） 

コレクティブインパクトの
５要素

コレクティブインパクトの
要素を踏まえた取組み

共通のアジェンダ

（Common Agenda）

協働事業の相手方となる市民や団体との間で、協働事業に関する

問題意識の共有や、年度末に達成すべきゴールを設定し共有して

いたか。

共有された測定システム

（Shared Measurement）

協働事業の相手方となる市民や団体との間で、事業の進捗状況を

確認するための取組みやゴールの達成状況の確認方法について共

有していたか。

相互に強化し合う取組み

（Mutually Reinforcing Activities）

協働事業の相手方となる市民や団体がより力を発揮できるよう

な、研修、教育、その他支援や協力を行ったか。

また、協働の相手側から市や職員を強化してもらうような取り組

みがあったか。

継続的なコミュニケーション

（Continuous Communication）

協働事業の相手方となる市民や団体との継続的なコミュニケー

ション（電話や手紙、メール、SNS等コミュニケーションツールの

利用など）をするために行った工夫はあったか。

活動をサポートする中心的組織

（Backbone Organization）

協働事業を実施する上で、その活動をサポートするために、組織

を作ったり、担当を置いたり、あるいは支援するための人材を育

成したりしたか。

資料１－１ 
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（１）各区分における結果一覧 

 

（参考：コレクティブインパクトの５要素を踏まえた結果について） 

３：市民自治を推進するための工夫をして取り組んだ 

２：取り組んだ 

１：取り組めなかった 

 

（２）大区分別の状況 

 

市の施策に対して市民が意見や提案をする「市民参加の取組み」において、「共通の

アジェンダ」については各事業に比較的なじみやすいと考えられ、約７割の事業で「２」

以上の結果となった。その一方で、他の要素については、「２」以上は５割前後に   

留まった。これは、本来コレクティブインパクトが協働を前提とした概念であること 

から、事業に取り入れづらいことが主な要因として考えられる。 

大区分

小区分 3 2 1 計 3 2 1 計 3 2 1 計 3 2 1 計 3 2 1 計

１　市民参加の取組み 7 58 27 92 1 43 48 92 12 32 48 92 1 46 45 92 1 41 50 92

　（１）パブリックコメント手続 0 9 9 18 0 7 11 18 0 5 13 18 0 5 13 18 0 5 13 18

（２）公募委員を含む附属機関 2 16 11 29 1 16 12 29 5 10 14 29 1 15 13 29 1 14 14 29

（３）ワークショップ 0 4 0 4 0 4 0 4 3 1 0 4 0 3 1 4 0 4 0 4

（４）意見交換会 2 16 1 19 0 7 12 19 3 10 6 19 0 15 4 19 0 11 8 19

（５）意見募集 1 3 1 5 0 2 3 5 1 1 3 5 0 2 3 5 0 2 3 5

（６）アンケート調査 2 8 4 14 0 5 9 14 0 5 9 14 0 6 8 14 0 5 9 14

（７）その他の市民参加手続 0 2 1 3 0 2 1 3 0 0 3 3 0 0 3 3 0 0 3 3

２　協働の取組み 15 100 37 152 7 101 44 152 12 91 49 152 17 101 34 152 12 86 54 152

（１）委託 1 19 1 21 1 18 2 21 1 14 6 21 2 18 1 21 0 16 5 21

（２）共催 5 26 3 34 4 26 4 34 5 24 5 34 6 26 2 34 6 22 6 34

（３）事業協力 9 51 32 92 2 52 38 92 6 49 37 92 9 53 30 92 6 45 41 92

（４）その他の協働の取組み 0 4 1 5 0 5 0 5 0 4 1 5 0 4 1 5 0 3 2 5

３　市民の自立的な活動を推進するための取組み 7 31 19 57 4 31 22 57 12 28 17 57 5 32 20 57 6 26 25 57

４　市民の意向の把握 0 7 0 7 0 6 1 7 0 5 2 7 0 6 1 7 0 6 1 7

５　市民と職員の意識向上と人材育成 7 39 13 59 2 32 25 59 7 36 16 59 4 33 22 59 6 35 18 59

共通のアジェンダ 共有された測定システム 相互に強化し合う取組み 継続的なコミュニケーション 活動をサポートする中心的組織
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コレクティブインパクトが協働を前提とした考え方であることもあり、「協働の  

取組み」では５要素全てにおいて、７割前後の事業で「２」以上の結果となった。 

特に、「共通のアジェンダ」、「継続的なコミュニケーション」については、８割近く

の事業で「２」以上の結果となっている。 

 

  

市民の主体的なまちづくりに対し、市が支援を行う「市民の自立的な活動を推進する

ための取組み」において、「相互に強化し合う取組み」については各事業になじみ   

やすく、約７割の事業で「２」以上の結果となった。 

その一方で、「活動をサポートする中心的組織」では「２」以上は６割を下回った。

当区分は、市民の活動に対する経費の補助や物品の支給等を行う事業が多く、各事業 

担当者はいるものの、それ以上の「活動をサポートする中心的組織」にあたる取組みが

難しいことが主な要因として考えられる。 

  



4 

 

  

「市民の意向の把握」では、事業の件数が少ないものの、５要素全てについて、大半

の事業が「２」以上の結果となり、各事業において少なくとも１つ以上の要素において、

コレクティブインパクトの考え方に沿った取組みを行っているが、特筆すべき市民 

自治を推進するための工夫に関する記載はなかった。 

 

 

「市民と職員の意識向上と人材育成」を目的とした各事業では、その目的・目標の 

共有はしやすく、「共通のアジェンダ」については８割近くの事業で「２」以上の結果

となった。 

その一方で、「共有された測定システム」や「継続的なコミュニケーション」では「２」

以上は６割前後に留まった。これらの要素は市民等と中長期的にやり取りを行う  

ような事業で比較的なじみやすい傾向があり、単発の研修や講習会が多い当区分の 

事業においては取り組みづらいことが主な要因として考えられる。 
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（３）コレクティブインパクトの５要素別の状況 

 

「共通のアジェンダ」については、「市民の自立的な活動を推進するための取組み」

においてはやや低いものの、全体として７割を超える事業で「２」以上の結果となり、

多くの事業で市民等と問題意識や達成目標を共有しながら取り組んでいることが  

わかった。 

 

 

「共有された測定システム」については、市民等と中長期的にやり取りを行うような

事業で比較的なじみやすい傾向があり、「協働の取組み」において７割を超える事業で

「２」以上の結果となった一方で、「市民参加の取組み」や「市民と職員の意識向上と

人材育成」では「２」以上は６割を下回った。 
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「相互に強化し合う取組み」については、「市民参加の取組み」以外の４区分に   

おいて、７割前後の事業で「２」以上の結果となり、多くの事業で市民等がより力を  

発揮できるよう支援・協力し、また市や職員を強化してもらうような取り組みを行って

いることがわかった。 

 

 

「継続的なコミュニケーション」については、「共有された測定システム」と同様に、

市民等と中長期的にやり取りを行うような事業で比較的なじみやすい傾向があり、 

「協働の取組み」において８割近くの事業で「２」以上の結果となった一方で、「市民

参加の取組み」では「２」以上は約５割に留まった。 
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「活動をサポートする中心的組織」については、「協働の取組み」、「市民の自立的な

活動を推進するための取組み」、「市民と職員の意識向上と人材育成」では６割前後の 

事業で「２」以上の結果となった一方で、「市民参加の取組み」では「２」以上は５割

を下回った。 

なお当要素は、各区分において「２」以上の結果とした事業が比較的少ない傾向に 

あった。これは、各事業担当者はいるものの、それ以上の「活動をサポートする中心的

組織」にあたる取組みが難しいことが主な要因として考えられる。 

 

  



8 

 

４ 市民自治を推進するための取組みの好事例 

令和５年度千葉市市民自治推進の実施状況における各事業を実施する中で、市民自治

を推進するために行った取組みの内、主な好事例についてお示しする。 

※【】内は「令和５年度千葉市市民自治推進の実施状況」における事業 No. 

 

１ 市民参加の取組み 

○幕張新都心エリアマネジメント促進【１０ページ・（４）意見交換会 No.6】 

他地域の事例を紹介することで、より意見交換が活発になるような工夫を行った。 

○（仮称）こども基本条例アンケート【１４ページ・（６）アンケート調査 No.6】 

多くの回答を得るために、教育委員会や学校現場、関係機関を通じて対象者に対して

アンケートの周知を実施した。アンケートフォームを市ホームページに公開した他、 

アンケートの周知を兼ねたシンポジウムを開催した。 

年齢や障害の有無に対応するため、複数のアンケートを準備するとともに、紙媒体、

電子媒体による回答についても受け付けた。 

○「（次期）千葉市こどもプラン」策定に係るアンケート（保護者向け） 

【１５ページ・（６）アンケート調査 No.7】 

多くの回答を得るために、全子育て世帯に送付する既存の通知を活用して    

アンケートの周知を行うとともに、幼稚園・保育所や小中学校等を通じた周知、定期 

健診時の周知、ＳＮＳによる周知などを行った。 

 

２ 協働の取組み 

○ちばフェアトレードマーケット【２２ページ・（２）共催 No.7】 

ＬＩＮＥを活用し、千葉市フェアトレードタウン推進グループの構成員同士で連絡

を密に行った（職員もＬＩＮＥグループに参加）。また、Ｚｏｏｍミーティングも頻繁

に実施した。 

○認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる千葉市づくり

の推進【２３ページ・（２）共催 No.17】 

イベントの準備から当日の運営に至るまでの役割分担等の行動計画を作成し、進捗

状況を共有することにより円滑なイベント運営につなげた。 

また、イベント来場者へのアンケートによりイベントの趣旨の理解度や満足度を 

調査し、協働相手にフィードバックすることにより、次年度以降のイベントの計画に 

反映することとした。 

○中央区自主企画事業 中央区防災マップ作成支援事業 

【３７ページ・（３）事業協力 No.60】 

市が一方的に作成するのでなく、作成を希望する団体が自ら現地を歩き、マップを 

作成することで該当地区市民の防災意識の向上に寄与した。 
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３ 市民の自立的な活動を推進するための取組み 

○認知症カフェ設置促進事業【４７ページ・No.20】 

補助金の活用を通じて認知症カフェ運営の趣旨等に共通の理解を得るとともに、 

市職員やあんしんケアセンター職員による訪問により認知症カフェの運営状況等を 

確認し、年度ごとの適切な実施報告・補助金精算等の事務処理につなげた。 

認知症カフェを新規に設立する者を対象とした説明会の開催や、カフェ運営者を 

集めての交流会の場でカフェの運営状況の発表をすることにより、安定した認知症 

カフェの運営にフィードバックできるよう取り組んだ。 

○中央区自主企画事業 地域活性化支援【５１ページ・No.42】 

補助終了団体に対してフォローアップ研修を実施し、講師を招いて「人材の    

マッチング」について講義いただくなど、補助終了後も団体が自主的に活動を継続  

できるよう支援を続けている。 

○緑区自主企画事業 地域活性化支援【５３ページ・No.53】 

１０月と１２月に実施団体に対しフォローアップ研修を行い、事業の促進を図って

いる。また、１１月の中間報告会においても、ファシリテーターから団体へアドバイス

するとともに、実施団体間で情報共有を行っている。 

 

５ 市民と職員の意識向上と人材育成 

○防災ライセンス講座及び防災ライセンススキルアップ講座【５５ページ・No.2】 

防災ライセンス講座修了者には、次年度以降の防災ライセンススキルアップ講座 

（専門課程）の受講を案内している。 

防災ライセンススキルアップ講座修了者には、次年度以降の同講座での指導補助、 

地域への防災アドバイザーとしての派遣を行っている。 

○日本語交流員の育成【５７ページ・No.16】 

修了者を対象にフォローアップ講座を開催し、活動に関する相談やアドバイスを 

行っている。また、修了者に千葉市国際交流協会の交流や日本語学習支援の活動に協力

してもらっている。 

○シニアリーダー養成講座【５８ページ・No.21】 

講座内のグループワーク等を通して、参加者があんしんケアセンター及び生活支援

コーディネーターから高齢者を取り巻く地域の状況について情報提供を受けている。

その上で、講座で習得した知識や運動技術をもって、地域の課題解決についての考察や

修了後の活動内容について、レポートを作成・提出してもらうことで、地域課題の共有

や活動への動機付けを図っている。 

講座修了後もフォローアップの研修（年２回）を行うことで、継続的に学び直す機会

を設け、講座で身に着けた知識、技術を維持するのみならず、参加者がシニアリーダー

活動に参加したことにより新たに生じた課題の解決を図っている。 

  



10 

 

５ 市民自治推進の現状・推移に係る資料について 

○千葉市市民自治推進実施計画・実施状況件数の推移 

【条例第１７条（実施計画）・１８条（実施状況の公表）】 

 

 

 ※平成３１年度まで「２ 協働の取組み」に含まれていた「支援・補助」の数は、 

「３ 市民の自立的な活動を推進するための取組み」として計上している。 
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○千葉市の町内自治会加入世帯数と加入率の推移【条例第５条（町内自治会の役割）】 
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○NPO法人認証数、新規設立等による増加数、解散・認証取消数の推移 

【条例第６条（市民活動団体の役割）】 

 

 

○パブリックコメント手続件数の推移 

【条例第１４条（パブリックコメント手続の実施）】 

 


